
職業選択に資する情報

令和２年４月

原子力規制委員会 女性職員活躍・ワークライフバランス推進本部



職員の採用

総合職・一般職試験に加え、原子力規制庁独自に「原子力工学系職員採用試験」
「研究職選考採用試験」を実施し、毎年２０～２５名程度を採用したいと考えて
います。

新規学卒者の採用

新規学卒者採用数の推移

人数 うち女性 人数 うち女性 人数 うち女性 人数 うち女性

総合職 （事・技） 3 2 4 1 4 0 6 4

一般職 （技術系） 13 2 11 1 12 3 9 0

一般職 （事務系） 1 1 1 0 6 3 7 3

2 0 3 1 3 0 7 2

19 5 19 3 25 6 29 9

平成30年度平成２7年度 平成２8年度 平成29年度

合計

研究職

（平成３１年３月３１日時点）



職員の採用

女性職員の採用割合の推移

新規学卒者の採用（２）

技術系職員の割合が高いことなどから女性の応募者がやや少ない傾向にあり、
そのまま採用割合に影響が見られていました。しかし、着実に女性の応募も増え
ており平成３０年度の新規採用者全体で目標とする３０％を超えました。（国家
公務員試験による女性職員の採用割合は３１．８％）

引き続き、原子力規制庁では性別や専攻にこだわらない人物本位の採
用を行っておりますので、皆さんの積極的な応募をお待ちしています。

※準ずる試験、研究職選考採用を含んだ全数の割合

平成29年度平成27年度 平成28年度

26.3% 15.8% 24.0%

平成30年度

31.0%

（平成３１年３月３１日時点）



職員の採用（２）

原子力規制行政の充実・強化を図るため、実務経験者の採用を継続的に行っていま
す。配置は経歴や専門性を踏まえて決定します。

経験者の採用

採用した女性職員の業務の例

（技術系職員）
○ 新規制基準に基づく安全審査
○ 核物質の管理等に係るＩＡＥＡ査察対応
○ 規制基準の策定のための調査・研究業務 など

（事務系職員）
○ 法務、広報、会計
○ 人材育成のための研修に係る業務 など



女性職員の登用の状況

指定職級 課室長級 課長補佐級 係長級

0％ ４．０％ ６．５％ ２６．８％

現在の全職員における女性割合は約１３％です。

原子力規制庁は設立時の人員構成などから、課室長級以下の女性職員はまだ少ない
状況です。

将来に向け、能力・意欲のある女性職員に対し、人事評価に基づく適切な昇格を行
うとともに、研修受講や国際機関への派遣等の機会の付与など、積極的な女性登用を
進めています。

役職段階に占める女性職員の割合

（平成３１年４月１日時点）



仕事と家庭の両立

女性 男性

１００％ ０％

男性の配偶者出産休暇等取得率

職員のワークライフバランス推進のた
めの活動の一環として、国家公務員の妊
娠・出産、介護などに係る両立支援制度
を利用しやすい職場づくりを進めていま
す。

男性職員の育児休業取得や配偶者出産
休暇等の取得への意識も定着してきてい
ます。

このほか、ゆう活の実施と共にフレッ
クスタイム制度や本格実施を開始したテ
レワークの利用者拡大に取り組んでいま
す。

配偶者出産休暇 １００．０％

育児参加のための休暇 ９０．０％

両休暇合計5日以上取得 ７５．０％

育児休業取得率

（平成３１年３月３１日時点）

（平成３１年３月３１日時点）



女性が活躍できる職場を目指して

○ 原子力規制の実施や安全のための調査・研究に、女性としての感覚や

視点が重要

○ 原子力工学のみならず、さまざまな技術分野が活躍できる総合科学で

ある原子力分野、また、採用後も継続的に行われる人材育成が充実

○ 上司や幹部との距離が近い・垣根の低い、風通しの良い職場

○ 仕事と生活、育児・介護等の両立を支援する制度を積極的に活用。

男女にかかわらず、時短勤務、フレックスタイム、テレワークなどが

浸透しており、ワークライフバランスを推進している。

○ 様々な来歴を持つ職員とともに、広い視野を持つ組織文化を構築中


